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本日はなぜDXが必要されているかや、DXを推進する上でよくある課題を事例とともにご説
明させていただきます

本日の登壇者

製造業系のシステムエンジニアとして製品開発、業務改善業務に19年間従事。その後、プロセスマイニング・タスクマイニングを活用した業務プロセス

可視化プロジェクトにPMとして参画し、業務分析を行うとともにRPA等の導入に従事。2022年に有限責任監査法人トーマツに入社。

現在は、クライアントのDX推進に向けたプロジェクトに参画や、東京理科大学にてDX関連講義の講師等を実施している。

代表的なプロジェクト

◼国内大手製造業 IT部門における、タスクマイニングを用いた業務調査

◼自治体におけるタスクマイニングを用いた総務部の業務調査および改善アドバイザリーを実施（タスクマイニング分析の半自動化アルゴリズムの構築）

◼国内大手製造業経理・総務・調達部門におけるRPAを用いた業務効率化の実施

◼国内大手製造業コンタクトセンターにおける、タスクマイニングを用いた顧客応対プロセス最適化に向けた業務調査

◼大手小売業におけるタスクマイニングを用いた購買部門の業務調査および改善アドバイザリーの実施

◼国内大手繊維メーカー営業部門におけるRPAを用いた業務効率化

◼国内大手食料品メーカーにおける、プロセスマイニングを用いた購買管理プロセスの現状調査

◼東京理科大学にてDX推進や、業務可視化や業務改善に関する講義を実施

酒井 東悟

有限責任監査法人トーマツ／

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー株式会社

Digital Governance

マネージャー
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デロイト トーマツグループのご紹介

デロイト トーマツグループ（以下、デロイトトーマツ）は、 「クライアントの期待を超える知的専門サービスを総合的に提供する」という

経営理念のもと、高い専門性をもつ「ビジネス」、業種／業界に特化した深い知見を持つ「インダストリー」、デロイトのグローバルネッ
トワークを生かし地域に密着した支援を行う「ネットワーク」の3つの側面から、課題解決に取り組むクライアントに対し、幅広いサービ
スを総合的に提供しています。

リスクアドバイザリーでは、そのサービス体制の特長を活かし企業の経営管理の高度化に貢献します。

世界150超の国と地域、日本国内約30の都市

監査・保証業務

リスクアドバイザリー

コンサルティング

ファイナンシャルアドバイザリー

税務・法務

ビジネス

インダストリー

ネットワーク

デロイトトーマツグループは国内外で、高い専門性、深いインダストリー知見による幅広い

サービス体制を構築しています

グループCEO 木村研一

総人員 17,000人

創設 1968年5月

グループ旗艦オフィス 丸の内二重橋ビルディング
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成熟した社会において、リスクテイクなしで持続的な成長は望めません。従来のリスクマネジメントの考え方としては、リスクを低減、

移転、回避したうえで残ったリスクを受容することが一般的でしたが、組織の持続的成長のためには、テイク（受容）するリスクを

設定した上で、それ以外を回避、移転、低減する必要があります。

そのために、インダストリー別の知見に基づく戦略リスク、レギュラトリーリスクのマネジメント、財務・経理やアナリティクスなどを活

用したリスクの可視化が必要となります。特に近年においては、 ITに起因したリスクの管理やITを活用したリスクマネジメントが求め

られています。

加えて、グローバルでの相互関連性が高まっている社会において、一企業・一国では解決できないグローバルな社会課題も増加し

ています。これらの課題解決のために、クライアントと共にデロイト全体で、社会変革に果敢に取り組み、次世代に幸せな社会を残

すことを目指す。

デロイト トーマツのリスクアドバイザリーは、経営課題に攻めと守りの両面から対応し、クライアントの持続的成長をサポートするため

のサービスを提供します。

リスクアドバイザリーは、クライアントが適切にリスクテイクし、的確に経営課題に対応するた
めのサービスを提供することで、持続的な成長に貢献します

守りのガバナンス攻めのガバナンス

不祥事防止・コンプライアンス確保企業の迅速・果断な意思決定を促す

グローバルでの

法規制対応

リスクの

低減・移転

ITに起因したリスク

（サイバー）
アナリティクスの活用

リスク定量化による

意思決定

データを活用した経営

適切な

リスクテイク

会計・品質等の

不正防止

リスクアドバイザリーとは
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リスクアドバイザリーでは、日本国内

2,800人超、グローバル全体で50,000

人超のプロフェッショナルが、企業のビジ

ネスの高度化を支援しています。

規模、国際性、第三者性、専門性から成る4つの強みによって、
多くの企業の信頼を得ています

リスクアドバイザリー 4つの強み

各地の事情に精通した専門家と連携のう

え、日本国内ならびにグローバルにおける

企業の競争力強化をきめ細やかに支援し

ます。所属者のうちおよそ20人が海外14

拠点に駐在しています。

リスクアドバイザリーは監査法人のメンバー

が中心に担っており、社会から強く要請さ

れる第三者性は、監査・保証業務のみな

らず、リスクアドバイザリーにおいても、企業

のビジネスの適切な評価・分析に対して優

位性を発揮します。

これまでに培った様々なオファリングおよび

インダストリー特有の深い知見により、企

業のアドバイザーとして高品質で専門性の

高いサービスを提供しています。

規模

専門性

国際性

第三者性
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DXが求められる背景

デジタル技術の急速な発展や、人口構造の変化などにより、世の中が急速に変化していま
す。それにともないお客様のニーズも急速に変化しています

◼ 2025年に団塊の世代が75歳に到達

◼ 労働人口の減少による雇用問題
モノが売れる時代が終わり、コト（サービス）が求められる時代の到来

震災 新型コロナ 暗号資産 量子コンピュータ 米中対立 逆オイルショック

自然 政治技術

世の中が急速に変化 お客様のニーズも急速に変化

出所：https://standard-dx.com/post_blog/dx-teigi 出所：http://hirotsu-motoko.com/weblog/index.php?e=2328

デジタル技術の急速な発展

100年に一度レベルの危機・変革が10年に一度来る時代

人口構造の変化
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DXが必要な理由

お客様のニーズの変化に合わせて、柔軟にビジネスの仕組みを変革する必要があります

社会の変化速度が加速すると

顧客のニーズや課題も急速に変化していく

顧客のニーズを“常に満たし続ける”ことができなければ

負けてしまう社会

継続的に顧客のニーズを満たすために、これまでの仕事のやり方や

ビジネスの仕組みの変革が求められている



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.事例から見るDXの課題と失敗しない進め方10

DXとは

社会の大きな変化に対応するため、DXという考え方が生まれました。現在、さまざまな企業
でDXを通した変革が進められています

デジタル技術を活用し

顧客に付加価値を与えられる

組織・文化を作り続けること

DX（デジタルトランスフォーメーション）

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネス

モデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること

（経済産業省「DXガイドライン」2018年12月）
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DX実現に必要なもの

DXの実現には、付加価値の創出だけでなく人・組織の変革も必要になります

変化を受け入れる

社風・文化の成熟
業務効率化

（業務改善）

◼ 改革を推進するためのマインド育成

◼ 改革を素早く実施するための環境整備

◼ 新たな価値を創出するための活動

◼ 変化に対応できる業務方法の確立

新ビジネス創出

（提供価値の向上）

◼ 従業員の満足度向上

◼ 企業競争力UP

◼ 事業継続性

人・組織の変革 付加価値の創出

DXの実現

継続的なニーズへの対応

人・組織の変革と付加価値の創出を継続的に実施することが重要です

本実験の範囲
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業務改善の必要性

DXを実現するためには、既存の業務を効率化し、付加価値創出を行えるようにする必要が
あります

業務改善による業務効率化 付加価値創出の拡大

効率化により少人数での既存業務実施 付加価値創出の時間と人員を確保

教育による役割転換

既存業務に時間がかかり、付加価値創出のための時間と人員が不足

既存業務実施する時間と人員
付加価値を創造する

時間と人員

高い

DX推進力

低い

DX推進力
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RPAやグループウェア、経理財務ツールを導入するだけでなく、「組織・人」「業務プロセス」、更にシステムの停止、不正アクセス等のセキュリティを含む「システ

ムリスク」や「監査」、法令尊寿等の「コンプライアンス」等、デジタルガバナンス対応を含めてアプローチすることが重要です。

事例から見るDXの課題と失敗しない進め方

目指すべき業務改善のゴール 全社のデジタル化

社会変化へ対応するには、シンプルで清流化された業務プロセスを構築することが重要です

業務

プロセス

MLチャットボットRPAAI-OCR データアナリティクス

統合プラットフォームシステム

◼ 既存インフラ/手法の理解・踏襲、
データ処理プロセスの習得に注力し、

属人化・部分最適化の業務を許容している

IT・インフラ

属人化されて煩雑な
業務プロセス

旧来のシステム機能
制約を受けた使い

づらいインフラ

可視化・整流化された
業務プロセス

統合プラットフォームに

デジタル技術を載せた
利便性が高いインフラ

◼ デジタル技術を活用し、自動化したプロセスをマネジ

メント・モニタリングし、判断・分析ポイントに注力した
業務を遂行している

「デジタルソリューションのみ」の変革では業務の置き換えに過ぎず、効果は限定的になってしまう

不透明な業務

煩雑なシステム ワンプラットフォーム志向

整流化された業務プロセス

組織・人

（働き方）

更にセキュリティ等のシステムリスク、監査、コンプライアンス等デジタルガバナンス対応が不可欠

プロセス精通者の育成にも繋がる

◼デジタルガバナンス対応を含めたアプローチ

モニタリ
ング

BPMN

13
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失敗しないDXの進め方
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DX推進におけるよくある課題

DXを推進する上では、経営層による明確なビジョンや推進するための組織・仕組みづくりが
重要となります

よくある課題 課題による弊害

システムの老朽化・ブラックボックス化

経営陣の理解不足

DX推進を前提とした戦略の欠如

DX人材の不足

IT投資の難航

経営陣がDX推進に関与せず、現場任せの推進となっている
部門独自での改善活動にとどまるため

大きな効果が得られない

部門間の壁

DXの必要性は感じているものの、将来ビジョンや経営戦略
が欠如していと、場当たり的な改善となり、期待した効果が

得られない

既存システムの保守運用に多くの投資が行われ、新たなIT
投資に対して十分な資金が投じることができない

DXの本質を理解しプロジェクトを管理・企画する人材不足に
より、DXを推進する上での推進力が不足する

部門間の連携が十分にとれず、部門をまたぐ業務の全体最
適が行えないことで、DXが進まない

IT資産の不足、古い基幹システムの活用により、システム間
の連携が取れず、人に依存した業務実施から脱却できない

共有された
明確なビジョン

経営層の積極的な関与と
共有された明確な
ビジョンと戦略

変革を
推し進める組織

経営層と現場部門の間に入り
DX推進を推し進める組織

高度な分析を可能とする
データプラットフォーム

業務を定量的にとらまえ、評
価が行える仕組み
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経営層から提示されるビジョンをもとに、DXは推進されます。部門横断でプロセス改革を行うためにも、明確なビジョンは非常に重要となります。

経営層が積極的にDX推進に関与することで、部門横断で業務改革が推進され、改善効果が最大化します。

経営・DX推進組織・業務部門の関係性

DX推進組織を中心に全社の業務プロセス/データの制御をおこないます。

内部統制

モニタリング
業務統制

リスク

マネジメント
KPI測定/分析

Process Integration (EAI) Process Automation 

勘定系 情報系 CX ERP

各種省庁 関連会社 カスタマー BPO

改善方針

DXビジョン・DX戦略 改善状況/結果

経営方針 経営戦略 中期事業計画 年度計画

統制･コントロール

経営

業務部門

業務プロセス

設計・変更

データ分析基盤

設計・変更

DX推進組織
業務設計･業務最適化

モニタリング

共有された
明確なビ
ジョン

事例から見るDXの課題と失敗しない進め方16
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DXビジョンとDX戦略の重要性

明確なDXビジョンを定義し、DX戦略を立案することで、目指すべき方向性を
見失わないDX推進が実現できます

共有された
明確なビ
ジョン

自社は

どうあるべきか？

DXビジョン
策定

取組領域

策定

取組方法

策定
成果評価

どこに対して

行うか？

どのように

行うか？

結果は

どうだったか？

目指すべき方向性を見失わないDX戦略の立案

実効性を持たすための経営の積極的関与

経営戦略とDX戦略の整合性が重要

経営戦略

DX戦略

経営

ビジョン
・デジタル活用

・価値創造

・デジタルを活用し
た新たな価値創出

・経営戦略への大
きな寄与

経営課題を解決するためのデジタル活用という視点と、デジタルを

活用することで、新たな価値創造という視点で、経営戦略と整合
性が取れたDX戦略を立案することが重要です

経営

部門 部門 部門
連携 連携

経営の積極的関与
・部門をまたいだ全
社的な改善

・大きな成果

経営層が明確なビジョンと戦略をもとに、現場の改善に積極的に

関与することで、場当たり的な改善でなく、全社横断での改善が
実現できます

共有されたビジョンと戦略をもとに経営層が積極的な関与

DX推進の流れ

DXビジョン：DXの結果、なりたい姿/あるべき姿
DX戦略：DXビジョン実現に向けた取組方法

ビジョンの達成レベル

時間

DXビジョン

現状

修正

DXビジョンを明確化することで
各取り組みの方向性が統一

DXビジョンを実現するために、
取り組み領域と取組方法の
策定（DX戦略）が重要

DX戦略①

DX戦略② DX戦略③
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DXビジョン・DX戦略の事例

明確なDXビジョンを定義し、DX戦略を立案することで、目指すべき方向性を
見失わないDX推進が実現できます

共有された
明確なビ
ジョン

DXビジョン

DX戦略

デジタル技術を活用した企業価値向上と競争力の強化、

デジタル変革の実現を加速させる既存システムの抜本的見直し

社長直轄組織として、DX戦略部を新設。DX戦略部にてDXビジョンに対して下記４つの戦略を立案した

①企業風土・組織・業務プロセスの変革

②革新的な生産性向上

③既存ビジネスの変革

④新規ビジネスの創出

予算や教育、社内評価制度を変えていく取組を実施

業務デジタル化推進による生産性向上

テレワーク体制の充実

基幹システムの刷新、デジタルデータを活用したビジネスプロ
セスの変革

デジタルビジネス基盤を活用した共創事業の実現

リース業の事例

１．スタートアップとの連携による、新サービスの創出
スタートアップ企業と連携し、統合プラットフォームの提供サービスを開始（新規ビジネスの創出）

２．基幹システムやRPAなどを自ら主導的に対応
システム開発会社に依存することなく、基幹システムの刷新を主導的に対応した。また、RPAの導入なども自社が主導的に行うことで、
実業務に即した業務効率化が実現している

代表的な成果
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DXセンター

高度情報マネ
ジメント統括本

部

エネル
ギー・資
源・環境

社会基
盤・海洋

事例から見るDXの課題と失敗しない進め方19

DX推進組織の事例

DXを推進する上では、DXの推進役となるDX推進組織が重要となります。
DX推進組織はビジネス形態に合わせ様々な組織編制がございます

組
織
構
造

成
功
の
要
諦

DX責任者/情報責任者の各々明確な所掌

範囲を以って全社としてDX変革を強烈にリード
① DX責任者がより上位概念で全社DX改革の方針付けをし、

ビジネスリーダーとしてデジタル活用の推進を牽引

② 情報責任者が全体構想と呼応して具体的なITテーマの推進
を担うと同時に、事業として併せ持つクライアント向け
デジタルビジネスの変革リーダーとしてもDXを牽引

各事業の領域責任者をDX責任者が下支えする

ことで全社横断でバラツキ無くDX変革を推進
① 領域責任者が各事業で自律的にDX活用を進められる

体制を整え、業務改革や新規サービス開発を牽引

② DX責任者がグループ全体のIT戦略方針策定、
各領域におけるIT投資配分や人材マネジメントの
舵取り役を担い、全社横断的にDXの推進を牽引

経営主導でDX専門組織を組成、外部からの
人材集約やパートナリングも活用し変革推進

① DX専任組織として組成したDXセンターに、社内外
ビジネス・IT人材を集め、グループ会社・出資企業
各社とも連携し、DX推進をさらに加速

② 副社長自らリーダーシップを発揮しDX化を牽引する
ことで、グループ全体のデジタル化を機動的に推進

経営

領域
責任者

産業ｼｽﾃ
ﾑ・汎用機

械

DX
責任者

金属事
業部門

輸送
機・建
機事業
部門

経営

コーポレー
ト

インフラ
事業部
門

…

DX
責任者

情報
責任者

コーポレート

情報
責任者

クロスイ
ンダスト
リ―U

グローバ
ルBU

経営

デジタル
ビジネス
PF U

…
DX

責任者

直接的な
レポートライン 相互連携/支援

【凡例】

A社（製造業） B社（重工業） C社（商社）

(執行役常務)(執行役常務)

航空・宇
宙・防衛

統括本部長
(執行役常務)

副領域長
(執行役)

領域長
(執行役常

務)

領域長
(執行役常

務)

副領域長
(執行役)

出所：各社公知情報を基にDTCにて作成

企画担当役員
(執行役専務)

事業部門長
(副社長)

1 2 1 2

1

2

変革を
推し進め
る組織

領域
責任者

領域
責任者

領域
責任者
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デジタル基盤活用イメージ

高度な分析を可能とするデータプラットフォーム（デジタル基盤）により、業務の

自動化や業務上のリスク分析が可能となります

リアルタイムモニタリング

デジタルマネジメント デジタルガバナンス

デジタル基盤

現実世界

➢ 各事業・子会社の現場における、日々のデジタル・IT管理の

ための仕組みづくり

➢ デジタル・ITに係る意思決定、モニタリング・評価・説明

責任を果たすための仕組みづくり

仮想空間（デジタルツイン）

自動化されたビジネスプロセスをモニタリングし、常に
改善を行うことで持続的な競争優位を実現

リアルタイム改善・予防措置

プロセスマイニング

✓業務プロセス・タスク

の非効率・滞留箇

所を特定し、改善ア

クションを実行する

リアルタイムリスク分析 AIシミュレーション

✓仮想空間上でシミュ

レーションを行うことで、

将来リスクの予知予

測を行う。予知予測

結果をもとにさらなる

改善を実施する

✓リアルタイムに業務

プロセス・タスク上の

ビジネスリスクを検知

し通知

マスター

属性データ

トランザクション

IoTデータ

ジャーナル

より高度なデジタル

化推進・管理組織
の組成

デジタルツールを駆使したビジネスプロセス全体での

自動化を通じて業務効率の最大化を実現

デジタルツールにより自動化されたタスク ヒトによる状況把握・意思決定凡例

営業 受注 調達 入金 支払

業務プロセス

独自システム

RPA

AI

AI

事例から見るDXの課題と失敗しない進め方

高度な分析を可能とする
データプラットフォーム
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DX実現に向けた階段

DXの実現のためには、一つ一つデジタルの階段を上がっていくことが重要です

ステージ0 ステージ1 ステージ2 ステージ3 ステージ4

職人の
暗黙知が

デジタル（データ）化され データがネッットワークで
繋がり

結果、業務モデルが変換 イノベーションが起きる
（パラダイムシフト）

• 紙によるアナログ業務のデジタル化や定型業務の自動化がDXの第一歩

Digiti
zation

Digitali
zation

（DX）
Digital 

Transfor
maition

Digital
Innovation

脱職人に向けて職人の暗黙知をデジタル（データ）化 （事例：精密加工業）

アナログ

の世界

アナログデータのデジタル化
個別業務・製造プロセスの

デジタル化

組織横断/全体の業務プロセ
スのデジタル化

ビジネス自体の変革

事例から見るDXの課題と失敗しない進め方
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DXソリューションのご紹介

様々なDXソリューションにより、アナログ業務をデジタル化することが可能です

業務自動化（RPA・OCR）

入力簡素化（DAP） 端末の統一化（ローコードツール）

？ ？ ？

入力

作業
操作

手順書
システム 入力

作業

システム

入力ガイド

・入力する際にガイダンスを表示

・必要な入力項目だけ表示する

システムの画面が複雑で入力が難しい

システム画面の入力を簡

素化することで、入力効
率が上がるとともにIT部門
への問い合わせが減る

Before

After！

A業務用端末

C業務用端末

ローコード

ツールによる

システム統合

Aシステム

Cシステム

A+B+Cシステム

ローコードツールを活用し、最小コストで

システム統合を実現

必要に応じ端末を

選んで業務を実施

B業務用端末

Bシステム

一端末で全ての

システムを活用
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DXソリューションのご紹介 ータスクマイニング分析事例ー

タスクマイニングにより業務ごとに個人の作業を可視化することで、

課題を抽出し難易度が低く改善効果の高いものから順次改善を実施します

改
善
の
難
易
度

難

易

該当するタスクの数多 少

データ集約の効率化

書類の

テンプレート化

デジタルツール導入

RPA・マクロ等による
自動化

承認フローの見直し

ペーパーレス化

スキルアップ・

ナレッジ共有

デジタル作業環境

設備の効率化
運用改善

作業ボリュームの分析

抽出した課題をもとに業務改善マップを作成し、優先順位をつけて
改善を実施

業務改善マップ

業務ごとに個人の作業を分析し、課題を抽出

作業手順の分析

最優先対応策
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本セミナーのまとめ

24 事例から見るDXの課題と失敗しない進め方
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本講義のまとめ

本セミナーでは、DXの必要性から始まり、DX推進でよくある課題や進め方についてご説明さ
せていただきました

◼ DXとは急速に変化する顧客ニーズに対応し、顧客に付加価値を与えら
れる組織・文化を作り続けること

◼ 社会変化へ対応するには、シンプルで清流化された業務プロセスを構築

することが重要

◼ DXを推進するには、「共有された明確なビジョン」、「変革を推し進める
組織」、「高度な分析を可能とするデータプラットフォーム」が重要

◼ DXの実現のためには、一つ一つデジタルの階段を上がっていくことが重要
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お問い合わせ先

本セミナーの内容やDX全般に関するご質問・ご相談がございましたら、お気軽にお問合せく
ださい

有限責任監査法人トーマツ／

デロイト トーマツ リスクアドバイザリー株式会社

Digital Governance

マネージャー

酒井東悟

E-mail：togo.sakai@tohmatsu.co.jp

携帯電話：070-1454-4119
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別紙

DX事例のご紹介

・事例① PC業務の自動化事例
・事例② 画面統合による複数システムの統合事例

27 事例から見るDXの課題と失敗しない進め方
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事前記帳（システム登録）と記帳内容確認の自動化事例

RPAの活用により、契約毎に実施していた定型業務を自動化しました

28 事例から見るDXの課題と失敗しない進め方

R

P

A

導

入

前

R

P

A

導

入

後

受付実行

グループ

（起票）

受付実行

グループ

（起票）

Robot

随時

随時

変化

ポイント

伝票情報を記載する媒体を変更

【現状】起票担当者が指定された紙資料に必要事項を

記載し、記帳グループに送付

【RPA導入後】必要事項をExcelテンプレートに記載すると、

ロボが自動で読み込み

1

受付実行

グループ

（記帳）

受付実行

グループ

（記帳）

記帳完了報告方法の変更

【現状】口頭で承認者に記帳完了連絡

【RPA導入後】

決められた連絡先にメールで記帳完了連絡

2

新規ローン契約

書・ローン変更契

約書の受付

伝票内容を元

に記帳

記帳結果を

確認

新規ローン契約

書・ローン変更契

約書の確認

伝票（紙）

起票

伝票（紙）

内容確認

契約書類と

伝票送付

契約書類と

伝票受領

伝票（Excel）

取得

新規ローン契約

書・ローン変更契

約書の受付

新規ローン契約

書・ローン変更契

約書の確認

伝票起票
（Excel）し指定
フォルダに格納

伝票（Excel）

内容のチェック

伝票データを元

に記帳

（一次登録）

記帳内容

の確認

記帳完了の

連絡メール

送信

記帳完了のメー

ル受信

記帳結果

確認/確定

契約書類

送付

契約書類

受領

21

事例① PC業務の自動化事例
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RPAの導入効果 －事前記帳－

RPA導入により、定型業務から解放され、高付加価値業務への移行が実現

定量効果 定性効果

現状 RPA導入後

目視で確認

データの入力結果に関して、目

視で確認を実施

ルールベースでの確認

ルールベースで機械的に処理す

るため、正確性が向上

➢ 起票する媒体を紙からExcelに変更する事で、1件当たりの起票及び
記帳に必要な時間を平均7分削減

➢ エラー発生時の対応作業のみ実施

年間業務工数

現状 RPA導入後

紙媒体を用いた受け渡し

紙に記入した記帳内容を担当

者に契約書類と共に送付

システム上で処理

起票内容をExecl入力する事で、

紙による受け渡しを排除し、処

理スピードを向上

10499.0
h

77%

削減

RPA導入後の必要作業

• ロボが記帳した伝票情報の

確認

• 伝票起票レイアウト、連絡

先のメンテナンス

• エラー発生時のロボからの連

絡受領と再実行

伝票入力に関する重複処理

起票担当者は紙に、記帳担当

者はシステムに、同様の事項を

入力

高付加価値業務へのシフト

記帳処理を自動化する事で、

節約された時間を高付加価値
業務へ移行

2090.0
h 232.0h

事例① PC業務の自動化事例
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DAPを用いた複数システムの統合例

＋ ＋

選択された抽出項目のみ表示

クリック

製品を選択

入力値に間違

いあります。

進捗状況

クリック

製品を選択

入力値に間違

いあります。

進捗状況

個別システム層 統合画面層 編集画面層

業務担当者毎に業務タスクに必要な
情報のみを掲載

入力値に間違

いあります。

データ連携

データ連携

DAPを用いて、複数システムの画面（UI）を一画面に統合し、オリジナル

のシステムに手を入れることなくシステム統合を行うことが可能です

ユーザー

データ連携

データ連携

ERP 人事システム

営業支援システム
営業支援システム

ERP

人事システム

ERP

営業支援システム

営業支援

システム
ERP

人事

システム

30

事例② 画面統合による複
数システムの統合事例

30
事例から見るDXの課題と失敗しない進め方
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